
 
平成１６年度事業報告書 

 
１．事業の概要 
 
 平成１６年度は行政機関、研究機関、外国の研究機関、民間関係者等と連携しつつ、環

境問題について科学的及び政策的な調査研究を推進するとともに、当該成果の普及及び環

境政策への反映を図ることに重点をおいて事業を行った。 
 
（１） まず調査研究事業については、総額で237百万円の事業を行った。 

 事業のうち、政策的調査研究事業は環境省からの請負事業を中心に79百万円の事

業を実施した。また、科学的調査研究事業は独立行政法人国立環境研究所（以下「国

立環境研究所」という。）からの請負事業を中心に158百万円の事業を実施した。 
（２） 内外研究交流助成事業については、環境問題に関する科学的調査研究を行う研究

者に対する支援として、総額3百万円の助成を行った。 
（３） 普及啓発事業については、機関誌「グローバルネット」の編集発行、第 8 回環境

コミュニケーション大賞の実施等当財団の自主的事業を中心に、72 百万円の事業を

実施した。 
（４） 前記以外の事業として、地球環境問題等について関係諸機関が行うシンポジウム

の後援等を行い、GEF自身としても環境コミュニケーションシンポジウムを開催し

た。また、金融機関と提携して「地球・人間環境フォーラム（GEF）カード」を発

行している。 
 
 
２．事業内容 
 
平成１６年度の主な事業の一覧は資料１のとおりである。 
 
（１）調査研究事業 

１）環境省からの請負事業としては、 

・平成１６年度環境にやさしい企業行動調査 

・平成１６年度ＩＰＣＣ第４次評価報告書作成支援調査 

など、計８件の継続事業を行った。 

また、・平成１６年度我が国ＯＤＡ及び民間海外事業における環境社会配慮強

化調査（注イ） 

・平成１６年度環境報告書の記載事項等の実務動向に関する調査研究業

務（注ロ） 

など、計４件の新規事業を行った。 

 
（注イ）平成１６年度我が国ＯＤＡ及び民間海外事業における環境社会配慮強化調査 

 海外で活動を展開する日系企業の環境社会配慮を支援するため、①アジア地域

におけるグローバル企業のＣＳＲ（企業の社会的責任）の先進事例の収集・整理

を行い、併せて②ＯＤＡを実施するに際し、現地における環境社会配慮強化のた

めの調査を行った。このうちＣＳＲに関する調査では、英国、オランダ、シンガ

ポール、フィリピン、タイ、中国の 6 カ国の計 58 社・団体へのヒアリングを実

施した。 



（注ロ）平成１６年度環境報告書の記載事項等の実務動向に関する調査研究業務 
 平成 16 年 5 月に成立した「環境配慮促進法」では、環境報告書の記載事項の

策定にあたって主務大臣は民間協議会等の意見を聴くこととされている。そこで

当財団では、これまでの環境報告書に関する経験を活かし、その記載事項等を検

討する協議会を設置、議論を取りまとめて意見書を提出した。 

 
 

２）国立環境研究所からの請負事業としては、 

・地上モニタリングステーション保守管理・観測補助業務 

・航空機を利用したシベリア上空大気試料採取業務 

・環境生物保存棟生物培養株保存業務 

など、計２６件の継続事業を行った。 

また、・北太平洋域大気観測船選定及び観測立上業務（注イ） 

・東京湾における環境試料タイムカプセル化事業に関連した環境情報と

しての栄養塩類の分析業務（注ロ） 

・小児等の脆弱性を考慮したリスク評価検討調査補助業務（注ハ） 

など、計６件の新規事業を行った。 

 

（注イ）北太平洋域大気観測船選定及び観測立上業務 

 国立環境研究所の北太平洋域大気観測については従来日本－アメリカ間の貨

物船ピクシーズにより実施してきたが、主として南部の航行が増えてきたことか

ら、北部海域をカバーする船が望まれている。本業務は北部海域をカバーする大

気観測の協力が可能な定期貨物船を選定し、観測体制を立ち上げるものである。 

 

（注ロ）東京湾における環境試料タイムカプセル化事業に関連した環境情報としての

栄養塩類の分析業務 

 国立環境研究所では東京湾における水質と底質、生物試料を採取し長期間保存

することで、将来の新たな汚染物質の汚染実態を時間的に検証できる体制を整え

ている。本業務は試料採取の際、環境情報の基礎となる海水中の栄養塩を測定す

るものである。 

 

（注ハ）小児等の脆弱性を考慮したリスク評価検討調査補助業務 

 化学物質の人への健康リスクを評価する際、小児は組織が未発達で行動パタ

ーンも異なるため、大人とは別のリスク評価が必要である。本業務では①幼稚

園児の行動パターン観察調査、②海外における小児の行動パターン調査に関す

るヒアリング、③小児の環境保健に関するシンポジウムを実施するものである。 

 

 

３）その他の委託事業として、 

・神奈川宣言ネットワークホームページ運営事業（神奈川県） 

・デポジット制度導入実証事業に関する検討調査（三重県） 

等の事業を行った 

 
 
（２）内外研究交流助成事業 

環境問題に関する科学的な調査研究を行う研究者に支援を行った。 



（３）普及・啓発事業 
「グローバルネット」の編集発行のほか、主として次の事業を実施した。 

①事業者等が作成する優れた環境報告書等の普及を目的に「第８回環境コミュニケ

ーション大賞」を実施し、大賞・優秀賞等あわせて 37 件の環境報告書やテレビ環

境コマーシャルなどを表彰した。 
②当財団が事務局運営を行なっている「環境を考える経済人の会 21」では、毎月 1

回程度の例会のほか、明治大学の学生を対象とした寄付講座を開設した。 
③「第 13 回地球環境映像祭」を開催した。 
④環境負荷の低減に配慮したものづくりやサービスが社会や市場において適切に評

価される仕組みづくりの一環として「第１回エコプロダクツ大賞」を実施した。 
 

 

（４）他団体の事業活動支援 
 当財団内に事務局等を置く次の事業活動を積極的に支援した。 
・環境を考える経済人の会２１（Ｂ‐ＬＩＦＥ２１） 
・サステナビリティ・コミュニケーション・ネットワーク（ＮＳＣ） 
・エコプロダクツ大賞推進協議会 
・ケナフ等植物資源利用による地球環境保全協議会（ケナフ協議会） 
・日本環境ジャーナリストの会 
・アース・ビジョン組織委員会 
・リユース食器ネットワーク 
・地球環境国際議員連盟（ＧＬＯＢＥ） 
・公益信託地球環境日本基金 
・持続可能な都市のための２０％クラブ 

 
 
（５）その他 

①地球環境問題等について、第１２回地球環境経済人サミットなど関係諸機関が行う

シンポジウム等の後援等を行うとともにＧＥＦ自身としても環境コミュニケーシ

ョンシンポジウムを開催した。 
②（株）セントラルファイナンス、（株）ディーシーカード、（株）ＵＦＪカードと

提携して「地球・人間環境フォーラム（ＧＥＦ）カード」を発行した。 

 


